





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ヨーロ　ツパ 393 498 504 510 515 0．79 0．23 0．15一〇．05
オセアニア 13 26 28 30 38 2．25 1．36 1．13 0．76




















地 経済水準等 1人当たり 1人当たり GNP当た1人当たり GNP当たりGNP 商業エネ消 りエネ消費 CO2排出量CO2排出量三990年ドル費　1990年 1990年 1987年k91987年k9
域 国　名 原油換算kg kg／ドル
?
日　　　　　本 25，430 3，563 0．14 2，226 0．14
ア 中　　　　　国 370 598 1．62 596 1．38?
台　　　　　湾 11，490 1，717 0．15 1，673 0．21
ア 韓　　　　　国 5，400 1，894 0．35 1，319 0．49
フ　ィ　リ　ピン 730 215 0．30 321 0．51?
インドネシア 570 272 0．48 400 0．68?
マ　レー　シア 2，300 974 0．42 746 0．34ア
? シンガポール 11，160 5，685 0．51 2，455 0．37
タ　　　　　イ 1，420 352 0．25 600 0．68ア
ラ　　オ　　ス 200 39 0．20 434
イ　　ン　　ド 350 231 0．66 281 0．88?
パキス　タ　ン 380 233 0．61 200 0．47ア
バングラデシュ 210 57 0．27 95 0．51?
ス　リ　ラ　ンカ 470 179 0．38 212 0．62
ア
ネ　パ　一　ル 170 25 0．15 537 0．57
ばならない，というのである。
　持続性革命を成功させ，日本とアジアを，そして，人類社会全体を，破局回避型の持続性社会
に仕立て上げること。それは，胸踊らせるに足りる魅力的な目標である。政治，行政の分野でも，
経済の分野でも，前途は可能性に満ちている。なしうること，なすべきことは，数多くある。紙
面の関係で，ここでは一例として「エネルギー消費効率」の問題だけを抜き出して考えてみるこ
とにしよう。
　現在，日本のエネルギー消費効率は，世界最高である。しかし，なお一層の省エネは，技術的
に可能だろう。さらに，いまの日本の浪費的，エネルギー多消費的な社会構造を，節約的，省エ
ネ的なそれへと抜本改革するならば，それによるエネルギー効率の向上は，極めて大きいだろう。
それは「持続性革命」への重要な貢献になる。日本の政治，行政が今後取り組むべき重要課題で
ある。こうした改革を推進していくうえで，国民一般が，消費者運動などの形で，果たすべき役
割も大きいと思う。
　日本の高いエネルギー消費効率を，技術協力によってアジア諸国に普及させることも，「持続
性革命」への極めて大きな貢献になるに違いない。「表2」は，「アジア諸国の経済水準，エネル
ギー利用状況，CO2排出量」などを示したものである。財団法人アジア社会問題研究所のプロジ
ェクト・チーム（原洋之助・東大教授を委員長に，石田益実・城西大学助教授ら，計9人で構成）
が1992年7月まとめた「アジア地域のエネルギー需給と環境保護に関する調査研究」に示された
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人類社会の「破局」にどう対処する　　19
数字である。
　これによると，日本と比べた場合に，台湾を唯一の例外として，他のアジア諸国は，エネルギ
ー消費量，CO2排出量において，改善の余地が極めて大きいことがわかる。例えば，中国の1人
当たりGNPは，日本の約1／70であるのに，1人当たりエネルギー消費量は，日本の約1／6，1
人当たりCO2排出量は，日本の約1／4である。シンガポールの場合など，1人当たりGNPは，
日本の半分足らずであるのに，1人当たりエネルギー消費量，CO2排出量は，ともに日本を上回
っている。
　アジア諸国のエネルギー消費効率の低さの一因は，エネルギー低価格政策にあるとされている。
産業発展と民生保護のため，エネルギー価格を低く抑えていることが，その浪費現象を招いてい
る，というのである。しかし，それだけではない。技術上の問題も大きい。そこで，日本による
技術協力が重要な意味を持つ。もしエネルギー消費効率が日本並みに高められたとするならば，
これらの諸国は，エネルギー消費量，CO2排出量を増やさず，それまでのレベルに据え置いたま
まで，さらには，そのレベルを引き下げながら，工業生産を拡充し，経済成長を進めることが，
可能になる。心強いことである。
　キャンパスで楽しげに談笑する女子短大生たちをみながら，私はよく考える。「これらのおと
めたちが，やがてオバンとなり，オバアとなる頃，彼女らや，その子供たち，孫たちは，果たし
て幸せであり続けるだろうか」と。あり続けるためには，私たち日本国民は「持続性革命」と取
り組み，「持続性社会」の構築に努めねばならない。私たちは，「持続性革命」の先頭に立つ気概
を持ち，世界諸民族，とりわけ，アジア諸民族としっかりと力を合わせて，この大業を推進すべ
きだと思う。
